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 2022年に生まれた子どもの数(出生数)が過去最少を更新し、80万人を下回る見込みと報道された
1
。

本稿では、出生数の変動要因である出生率等の動向を確認した上で、公的年金への影響を考える。 

 

1 ――― 出生数の変動要因：過去の出生率低下と近年の出生率低下の双方が影響 

 

 出生数が変動する要因は、母親となる年齢層の人口の動向と出生率の動向とに区分できる。 

 母親となる年齢層の人口として合計特殊出生率の対象となる15～49歳の動向を見ると（図表1）、15

～49歳の合計は1996年をピークに減少傾向にあり、出生率が高い25～34歳の合計も2001年をピークに

減少傾向が続いている。出生率の低下傾向が始まった1970年代半ばに生まれた世代が50歳に近づき、

その子ども世代が出生率が高い年齢層に近づいている。これは、少子化の悪循環(スパイラル)が３巡目

に入りつつあることを意味する。2017年に公表された将来推計人口でも、母親となる年齢層の人口は

減少傾向が続く見通しになっている。 

 
1
  2023年2月28日に公表されたのは「人口動態統計速報（2022年12月分）」であり、日本における日本人のほか、日本にお

ける外国人、外国における日本人などを含んでいる。今後、日本における日本人の出生率の概数等を記した「人口動態
統計月報年計(概数)」が6月上旬に公表され、確定数を掲載した「人口動態統計年報」は9月に公表される予定である。 

図表1 15～49歳女性の人口の推移 

  

(注１) 合計特殊出生率の母数は日本人人口だが、「人口推計」の「我が国の推計人口（大正9年～平成12年）」には年齢別の日
本人人口の掲載がないため、グラフでは総人口を示した(2001年以降も)。表は日本人人口(補間補正人口)。 

(資料) 総務省統計局「人口推計」 
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 出生率の動向を見ると（図表2）、合計特殊出生率は2006年から上昇傾向にあったが、2016年から再

び低下傾向となっている。新型コロナ禍の影響が話題にはなるが、合計特殊出生率の前年からの低下

幅は新型コロナ禍前の2019年に－0.06と大きく、新型コロナ禍下の2020年と2021年は－0.03ずつにと

どまっている。年齢階層別に見ると、2019年は40歳未満で低下し、2020年と2021年は20代後半での低

下が顕著だった。20代後半の低下には、新型コロナ禍下の活動制限などに伴う婚姻率の低下
2
が影響し

た可能性が考えられる。 

 

図表2 合計特殊出生率の年齢階層別内訳の推移 

  

(資料) 国立社会保障・人口問題研究所「人口統計資料集」、厚生労働省「人口動態統計年報」(2021年) 

 

 このように、出生数が過去最少を更新する背景には、過去の出生率低下による母親となる年齢層の

人口の減少と、近年の出生率低下の双方が影響している。 

 

2 ――― 年金への影響：少子化が進むと将来の給付水準が低下。ただし過去にはより低い推計も 

 

 年金制度は、人生の中でも長期にわたって関わり続ける制度であるため、長期的な視点で運営され

ている。通常は説明を簡潔にするため一部しか示されないが、年金財政の将来見通しは幅を持った複

数の前提を使って計算されている。 

 出生率については、国立社会保障・人口問題研究所が作成する将来推計人口の中で、高位・中位・

低位の３種類が設定されている。ごく大雑把に言えば、将来の高位は現在の南九州相当、将来の中位

は現在の全国平均相当、将来の低位は現在の東京相当の水準になっている3。 

 近年の合計特殊出生率の実績を直近(2017年公表)の将来推計人口の設定と比較すると（図表3）、2019

年に予想を超える大幅な低下で低位に近づいたものの4、その後はほぼ想定通りの低下となっている。

また、過去の将来推計人口の低位は直近の推計の低位よりも低く設定されており、過去の年金財政の

将来見通しはこの低い水準を仮定して計算されていた。 

 
2
  25～29歳の初婚婚姻率は、2018～2021年にかけて、男性が4.615%→4.642%→4.066%→3.783%、女性が5.571%→5.627%→

4.858%→4.496%と低下した。 
3
  2017年4月に公表された将来推計人口では、将来の合計特殊出生率が、高位は1.65、中位は1.44、低位は1.25、と設定さ

れていた。2016年12月に公表された人口動態統計年報(確定数)では、鹿児島が1.68、全国平均が1.44、東京が1.24であ
る。なお、2002年公表された将来推計人口では、東京に着目して低位の前提が設定されている。 

4
  低位推計では2018年から2019年にかけての低下幅を－0.04と設定していたが、実際には－0.06であった。 
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図表3 合計特殊出生率の推移と将来推計人口での設定 

 

(資料) 国立社会保障・人口問題研究所「人口統計資料集」「日本の将来推計人口」、 
厚生労働省「人口動態統計月報年計（概数）」(2021年) 

 

 年金の将来見通しは、出生率のほか経済前提などによっても変わる。直近(2019年)の将来見通しをも

とに、将来の年金の水準が足下(2019年度)と比べてどの程度低下するかを大雑把に整理すると（図表

4）、出生率が推計時点の全国平均並みで推移して経済が政府の戦略どおりに成長すれば－２割弱の低

下で済むが、経済が成長しても出生率が推計時点の東京並みに下がれば－２割強の低下となる5。さら

に、経済が低迷して出生率が推計時点の東京並みに下がれば、－５～３割強の低下となる見通しにな

っている。 

 

図表4 大雑把に整理した、将来の年金水準の見通し（2019年度からの低下率） 

 

(注１) 詳細は図表5を参照（年金水準は、モデル世帯の所得代替率を指す）。 
(資料) 厚生労働省「2019年財政検証結果」 

 

 2020年に行われた国勢調査の結果などを反映した新しい年金の将来見通しは2024年に公表される見

通しであり、将来見通しで使用する新しい将来推計人口は今春に公表される見通しである。今後の動

向を注視したい。 

 
5
  なお、現在の将来見通しは約100年後までの収支の均衡を図れる給付水準(給付削減の停止)を計算しているが、約100年後

までの推計では、少子化の影響のうち保険料収入に与える影響(加入者数の減少)に比べて将来の給付費に与える影響(受
給者数の減少)が短期間しか現れない。このため、約100年よりも長い期間の財政バランスを考えた場合と比べて、少子化
の進展や抑制の影響がやや大きく出る傾向がある。 
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図表5 【参考】年金の将来見通しの詳細（出生中位と出生低位） 

 

(注１) 経済前提ケースⅥは賃金上昇率や物価上昇率が低い設定になっているため、給
付削減(マクロ経済スライド)の特例に該当し、2052年度に国民年金財政の積立
金が枯渇する見通しになっている（出生中位・出生低位とも）。 
積立金が枯渇しても保険料収入や国庫負担分は年金財政の収入となるため、積
立金枯渇以降は毎年度の収入でまかなえる範囲の給付水準にする仕組み(完全
賦課方式)に移行する前提で計算されている。なお、国民年金財政の 
積立金枯渇後は、厚生年金財政も積立金の運用を行わず完全賦課方式で運営す
る前提で計算されている。 

(資料) 厚生労働省「2019年財政検証結果」 

 

 

経済 経済成長・労働参加進展 一定の成長・進展 横ばい

前提 ケースⅠ ケースⅡ ケースⅢ ケースⅣ ケースⅤ ケースⅥ
【出生中位】

給付削減(マクロ経済スライド)の停止年度

１階部分 2046年 2046年 2047年 2053年 2058年 停止せず

２階部分 不要 2023年 2025年 2030年 2032年 停止せず

給付水準(最終的なモデル世帯の所得代替率)

１階部分 26.7% 26.6% 26.2% 23.4% 21.9% 19.2%

２階部分 25.3% 25.0% 24.6% 23.1% 22.6% 17.3%

合計 51.9% 51.6% 50.8% 46.5% 44.5% 36.5%

給付水準の低下率 (2019年度比)

１階部分 -27% -27% -28% -36% -40% -47%

２階部分 0% -1% -3% -9% -11% -32%

合計 -16% -16% -18% -25% -28% -41%

【出生低位】

給付削減(マクロ経済スライド)の停止年度

１階部分 2049年 2049年 2050年 2058年 2069年 停止せず

２階部分 2026年 2027年 2028年 2034年 2036年 停止せず

給付水準(最終的なモデル世帯の所得代替率)

１階部分 24.9% 24.7% 24.2% 20.8% 18.4% 16.1%

２階部分 24.3% 23.7% 23.7% 21.9% 21.3% 14.8%

合計 49.2% 47.8% 47.8% 42.8% 39.7% 30.9%

給付水準の低下率 (2019年度比)

１階部分 -32% -32% -34% -43% -49% -56%

２階部分 -4% -6% -6% -13% -16% -41%

合計 -20% -22% -22% -31% -36% -50%


